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はじめに 

2016年12月17日に閉会した第192回国会は、IR推進法案や年金制度改革関連法案が話題となった一方で、

旅客事業、運輸事業に携わる事業者にとって重要な 2つの法案が成立したことに注目する必要がある。 

1 つは、2016 年 1 月 15 日の軽井沢スキーバス事故を受け、貸切バス事業者への事業許可と罰則を強化した

「道路運送法の改正」である。貸切バス事業者の事業許可を 5年ごとの更新制にするとともに、安全対策を

怠ったバス事業者に対して、従来の 100 倍となる「1億円以下の罰金」を科す厳しい内容である。 

もう 1つは「道路運送法及び貨物自動車運送事業法の改正」である。この改正により事業用自動車（バス、

タクシー、トラック）の各事業者は、「ドライバーが疾病により安全な運転ができないおそれがある状態で運

転することを防止するため、必要な医学的知見に基づく措置を講じる」ことを義務づけられた。この改正の

背景には、事業用自動車において、ドライバーの健康状態に起因する事故（以下「健康起因事故」）の発生の

増加がある。ドライバー不足による長時間労働やドライバーの高齢化といった課題が指摘される中、運輸事

業（旅客・貨物を含む。以下同じ。）を営む事業者にとって、ドライバーの健康を維持し、健康起因事故を発

生させないことも、輸送の安全性を確保する上での重要課題と言えよう。 

本稿では、健康起因事故の現状および要因、国土交通省が定める運輸事業者への責務と推奨事項について

述べるとともに、健康起因事故防止の取組手法、この取組が経営への好循環をもたらす考え方（健康経営1）

についても解説する。 

本稿に記載する対策は、運輸事業者に限らず、業務に自動車を利用する企業において共通する内容を含ん

でいることから、すべての企業における自動車事故の防止に参考としていただければ幸いである。 

 

                              
1 「健康経営」は NPO 法人健康経営研究会の登録商標です。 
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1. 健康起因事故の現状 

1.1. 健康起因事故とは 

国土交通省は運輸事業者に対して、自動車事故報告規則第 2条により「運転者の疾病により事業用自動車

の運転を継続できなくなったもの」を健康起因事故として報告することを求めている。報告の対象には運転

者の疾病発症により運行の取りやめ・中止を行ったインシデントを含んでいる。健康起因事故に対する事業

者の意識の高まり等を反映し、報告件数は増加傾向にあるが（図 1）、この件数には、死傷者の発生を伴う「交

通事故」以外に、休憩中に体調不良で運転を中止したケースなども対象に含まれる。特に直近の 2014 年（平

成 26 年）は、運行の中断もしくは中止を行った件数が全体の半数以上を占めており、健康起因事故の増加が

そのまま重大事故の増加につながるわけではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）H（平成）26 年は速報値 

図 1 健康起因事故件数の推移および報告件数の内訳2 

 

しかし、ひとたびドライバーの体調急変等による交通事故が発生し、特にドライバーが意識を喪失してい

る場合、ハンドルやブレーキによる「回避行動」をとれないことで被害が甚大となる可能性が高い。2014 年

3 月に北陸自動車道で発生した事故では、乗客・乗員 2名が死亡、乗客等 26名が重軽傷を負ったが、国土交

通省および警察による原因調査では、事故発生前に運転者が意識を消失していた可能性があると分析してい

る。2003 年 8 月に名古屋市中心部で発生したミキサー車の暴走事故では、歩道にミキサー車が突っ込み歩行

者を 2名死亡させたが、事故時点でドライバーはインシュリンの過剰摂取による低血糖から意識障害を発生

しており、事故を起こした認識がなかったと報じられた。 

表 1は、最近発生した健康起因事故の報道をまとめたものだが、2016 年 1 月に東京都小金井市で発生した

路線バスの衝突事故のように死傷者がいなくとも物的損傷が大きなものとなる事例も含め、いずれも、通常

想定しうる自動車事故と比較すると損害の大きさが際立っている。 

 

 

                              
2 国土交通省 事業用自動車健康起因事故対策協議会 第 1回資料 資料 2 p.1 

http://www.mlit.go.jp/common/001105878.pdf（アクセス日：2016 年 12 月 29 日） 
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表 1 最近の健康起因事故の事例（運輸事業者・非運輸事業者を含む）3 

事故事例 事故の要因 事故の概要

① 浦安タクシー事故 意識喪失

2016年11月26日　千葉県浦安市の市道で、タクシーの運転手が意識を失い、
小学校のフェンスに衝突して死亡。乗客の男性は後ろからハンドルを切って窓
から脱出して軽傷。運転手が何らかの発作を起こした可能性があるとみられて
いる。

② 梅田暴走事故
大動脈解離
（血管疾患）

2016年2月26日　梅田市内で乗用車が暴走、運転者を含む2名が死亡、9名が
重軽傷。ドライバーは51歳男性で、急性大動脈解離の発作により意識を失った
ものとみられている。

③ 小金井市路線バス事故 意識喪失
2016年1月7日　回送中の路線バスが信号機やガードレールに接触後、アパー
トに衝突（死傷者はなし）。運転者（40代男性）は警視庁の調べに「事故当時の
記憶がない」と説明、何らかの原因で意識を失っていた可能性がある。

④ 北陸道高速バス事故 SASの可能性
2014年3月3日　北陸自動車道上り小矢部川SAにて大型トラック2台に衝突。乗
員・乗客2名が死亡、乗客等26名が重軽傷。事故発生前に運転者が意識を消
失していた可能性があったと指摘されている。

⑤
京都祇園軽ワゴン車暴
走事故

てんかんの可
能性

2012年4月12日　京都市内で軽ワゴン車が暴走。運転者を含む8名が死亡、12
名が重軽傷。
裁判所は運転者の家族と勤め先の呉服会社に対して、約5000万円の支払を
命じた。勤め先の会社は、信用不安による経営悪化に陥ったとされ、2016年1
月に5億7000万円の負債を抱えて自己破産している。

⑥
鹿沼市クレーン車暴走
事故

てんかん

2011年4月18日　栃木県鹿沼市で10トンクレーン車が暴走。集団登校中の生
徒の列に突っ込み、生徒6名が死亡。
裁判所はこの男性とその母親、勤めていた会社の責任を認め、合計1億2500
万円の賠償を命じた。  

（注）SAS：Sleep Apnea Syndrome（睡眠時無呼吸症候群） 

 

ドライバーが健康起因事故により死傷した場合、雇用主は事業を継続するために新たなドライバーを確保

するといった問題に直面することになるが、もしドライバーに違法な長時間労働を課していたことが判明し、

「過労死」として労働災害に認定された場合は、更に大きな問題となる可能性がある。事業者は労働安全衛

生法に基づき、職場における労働者の安全と健康を確保すること4、労働者の健康に配慮して労働者の従事す

る作業を適切に管理するように努めること5が求められるが、これを怠った場合、安全配慮義務違反があった

ものとしてドライバーの遺族から雇用主に対する賠償請求に発展することも考えられる。 

また健康起因事故に限らず、社会的に影響の大きい事故を発生させた事業者に対する世間の風当たりは非

常に厳しく、信用の低下による事業への悪影響（荷主からの受注の減少、ブランドイメージの毀損による旅

客の減少など）は計り知れず、事業の継続に大きな悪影響を及ぼすこととなる。 

1.2. 健康起因事故発生の要因 

健康起因事故の要因として一番多いのは脳血管疾患が全体の 23％、次に心疾患が全体の 21％を占めるが、

ドライバーが死亡したケースでは、脳血管疾患・心疾患で全体の約 8割を占める6。 

職業ドライバーの場合、不規則な勤務体系や恒常的なドライバー不足を背景とした長時間労働などにより、

生活習慣も不規則になりがちである。このような生活習慣は糖尿病や高血圧症などの生活習慣病を招くとと

もに、脳血管疾患や心疾患の発症につながり、最悪のケースとして健康起因事故の要因となりうる（図 2）。 

                              
3 各報道を元に当社作成。 
4 労働安全衛生法第 3条 
5 労働安全衛生法第 65 条の 3 
6 国土交通省 自動車運送事業に係る交通事故要因分析検討会報告書（平成 25 年度）[第 2分冊] 

http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03analysis/resourse/data/h25_2.pdf （アクセス日：2016 年 12 月 29 日） 
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図 2 生活習慣と健康起因事故発生までのメカニズム7 

 

脳・心疾患による労災の請求・支給決定件数において、運輸業・郵便業が全産業中で最も多い8ことについ

ても、このような勤務体系が背景として考えられる。長時間労働は、精神面への影響も及ぼす。運輸業・郵

便業は、精神障害による労災の請求・認定件数も多い9。ドライバーは長時間労働の負担に加え、運行スケジ

ュールを厳守しなければならないという心理的なプレッシャーなどから、精神的な負担が大きくなっている

のではないかと考えられる。 

また、運転そのものが、緊張感から心身への負荷となり、血圧上昇を招く要因となることにも留意したい。

タクシー運転手と、同年代の事務職男性の勤務日の 1日の血圧推移を比較した調査では、タクシー運転手が

午後から夜間にかけ血圧が上昇した一方、事務職男性は血圧が低下する傾向が有意に確認された10。誰しも運

転をするときは多少の緊張・ストレスにより血圧が上昇するが、高血圧のドライバーで深夜や早朝に血圧が

上昇する傾向がある場合は、これらの時間帯の運行には、一層の注意が必要となる。  

ドライバーの高齢化も健康起因事故増加の一因として考えられよう。この 10 年で、トラック運送業におけ

る 60 代のドライバーの割合は 2倍に増加（図 3）するなど、全産業平均と比較しても運輸事業における高齢

化は進展していると言える。 

                              
7 国土交通省 事業用自動車の運転者の健康管理マニュアル 平成 26 年 4 月 18 日（改訂）を元に当社作成。 

http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03analysis/resourse/data/h26_2.pdf （アクセス日：2016 年 12 月 29 日） 
8 厚生労働省 平成 27 年度「過労死等の労災補償状況」別添資料 1 p.4 表 1-2 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000128216.html（アクセス日：2016 年 12 月 29 日） 
9 同上、別添資料 2 p.20 表 2-3-1 
10 金沢大学 博士学位論文要旨 論文内容の要旨および論文審査結果の要旨／金沢大学大学院医学研究科 

 平成 3年 7 月「タクシー運転手の循環機能への負担,ならびに虚血性心疾患発症予測に関する研究」（服部 真）  
 http://hdl.handle.net/2297/14924（アクセス日：2016 年 12 月 29 日） 
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図 3 全産業・トラック運送業における年齢階層別就業者構成比11 

 

年齢の上昇に伴い生活習慣病の罹患率も高くなる（表 2）。健康起因事故のうち、脳血管疾患発生の 78％、

心疾患発生の 69％を 50 歳以上が占めており（図 4）、これらの疾患を有する場合はもちろん、その契機とな

りうる生活習慣病を有する場合も、就業上の判断にあたって留意する事項となる。 

 

表 2 主な生活習慣病の罹患率12 

 

 

 

図 4 健康起因報告事案を惹起した運転者の年齢分布13 

                              
11 国土交通省 若年層・女性ドライバー就労育成・定着化に関するガイドライン p.1 

http://www.mlit.go.jp/jidosha/tragirl/ikusei_teichaku.pdf（アクセス日：2016 年 12 月 29 日） 
12 厚生労働省 平成 26 年 国民健康・栄養調査報告 第 2部身体状況調査の結果 p.149～152 を元に当社作成。 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/eiyou/h26-houkoku.html（アクセス日：2016 年 12 月 29 日） 
13 国土交通省 自動車運送事業に係る交通事故要因分析検討会報告書（平成 25 年度）[第 2分冊] p.7 図 2-4 を元に

当社作成。 

http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03analysis/resourse/data/h25_2.pdf （アクセス日：2016 年 12 月 29 日） 
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2. 健康管理マニュアルにおける指針 

2.1. 事業者における法令上の義務（就業上における判断・対処） 

2014 年 3 月の北陸道高速バス発生直後となる 2014 年 4 月 18 日、国土交通省は「事業用自動車の運転者の

健康管理マニュアル（以下「健康管理マニュアル」）の改訂版を公表し、運転者の健康管理について、より踏

み込んだ指針を示した。 

このマニュアルでは、運輸事業者が課される法令上の義務、特にドライバーの乗務可否の判断及びその対

処について、就業上、乗務前、乗務中の 3段階に分け、それぞれ具体的な指針を示している。たとえば就業

上における判断・対処は、以下のとおりである（表 3）。 

 

表 3 事業者における義務（就業上における判断・対処）14 

定期健康診断の結果

を踏まえた健康状態

の把握 

定期健康診断をドライバーに確実に受診させる（1年以内ごとに 1回、深夜業に従事する

場合は 6か月以内ごとに 1 回）とともに、健康状態を把握し、異常の所見が見られた場合

は医師からの意見を求める。 

一定の病気等の把握 
定期健康診断で所見が認められなかったドライバーにも一定の病気等の前兆・自覚症状の

有無を確認すること。 

就業上の措置の決定

と改善指導 

医師からの意見等を勘案の上、ドライバーの乗務の継続、または業務転換・乗務時間短縮・

夜間乗務の制限など就業上の措置を決定すること。 

これらの措置を行った場合は、当該ドライバーに対し、医師等による改善指導・保健指導

を受診させ、健康状態を継続的に把握すること。 

（注）ここでいう「一定の病気等」は、自動車の運転に影響を及ぼすおそれがあるものとして、主に以下が挙げられ

る。 

   脳・心疾患、統合失調症、てんかん、再発性の失神、無自覚性の低血糖症、そううつ病、 

重度の眠気の症状を呈する睡眠障害、認知症、アルコールの中毒（者） 

 

定期健康診断の結果、所見が認められたドライバーについては、医師の意見を踏まえ、就業上の措置を決

定するとともに、日常の健康管理についても留意していくことが求められる。特に脳血管疾患、心血管疾患、

糖尿病等については健康起因事故を引き起こす可能性が高いことから、事業者は医師からの意見を求める際、

業務の特殊性も配慮したうえでこれらの疾病等に注意するよう依頼する必要がある。また意見を求める医師

は、産業医または提携医療機関の医師等、事業者と連携関係にあることが望ましい。中小企業において産業

医等がいない場合は、産業保健総合支援センター地域窓口が保健指導などのサービスを無料で提供している

ので、活用されたい15。 

2.2. 事業者ならびにドライバーに対する推奨事項 

健康管理マニュアルでは、事業者への義務に加えて、事業者ならびにドライバーに対し、以下について実

施することを推奨している（表 4）。 

 

 

                              
14 国土交通省 事業用自動車の運転者の健康管理マニュアル 平成 26 年 4 月 18 日（改訂）を元に当社作成。 

http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03analysis/resourse/data/h26_2.pdf（アクセス日：2016 年 12 月 29 日） 
15 厚生労働省 HP https://kokoro.mhlw.go.jp/health-center/（アクセス日：2016 年 12 月 29 日） 
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表 4 事業者ならびにドライバーにおける推奨事項16 

スクリーニング検査

の受診 

事業主は、一定の病気等の前兆や自覚症状のないドライバーに対しても、主要疾病のスク

リーニング検査を実施して病気の早期発見に努めること。 

一定の病気等以外の

疾患の把握 

事業主は一定の病気等以外の疾患についても把握するとともに、ドライバーも自主的に医

師の診断・治療を受けた場合は、その所見や薬の服用について事業者に対して申告を行う

こと。 

ドライバーの健康管

理のための取組 

・平時からの健康増進の推奨など、健康管理環境の整備 

・乗務員台帳／運転者台帳に、運転者の健康状態等を記録、点呼記録簿の整備 

・ドライバー自身による健康管理の支援ツールとしの健康管理ノートの活用 

（注）ここでいう「一定の病気等以外の疾患」の例として、高血圧症、不整脈、消化器系疾患で意識消失を 

伴うもの、糖尿病、アレルギー疾患などが挙げられる。 

 

スクリーニング検査に関しては、冒頭に紹介した「道路運送法及び貨物自動車運送事業法の改正」の審議

の中で、政府が講ずべき措置として「脳ドック、心臓ドックなど、広く健康起因事故対策に必要なスクリー

ニング検査について（中略）検査の結果に応じて事業者として取るべき対応を含んだガイドラインを作成す

ること」、「事業者による自主的なスクリーニング検査の導入拡大に取り組むこと」を求めている17ことから、

スクリーニング実施に対する新たな指針が出されることが推測される。  

2.3. 健康管理の重要性 

運輸事業者は、上記「2.1.」で記載した義務に違反し、たとえば「疾病、疲労等による乗務」をさせた場

合、初違反で 80 日車、再発の場合は 160 日車の車両使用停止の行政処分の対象となり、違反点数にも加算さ

れる。とはいえ、事業者には、健康起因事故等の防止対策について、国が定めているので行うという姿勢で

はなく、大切なドライバーの健康を守るためという意識で、ドライバーの健康管理のための取組を、積極的

に進めていくことを求めたい。 

あるトラック事業者では、ドライバーを「TS（テクニカル・サポーター）」と呼び、単なる運転手ではなく

特殊能力を要する仕事であることを意識づけ、ドライバーのプライドを喚起することで、会社から指示しな

くともドライバー自身が安全運行や健康管理を自ら実施するようになったとの事例18がある。ドライバーが健

康であることは、ドライバー自身にとっては安定雇用につながり、事業者にとっても事業の継続に不可欠で

あることを理解し、荷主や顧客、さらにはドライバーの家族も巻き込んだ取組が重要となる。 

3. 健康起因事故防止の取組に向けた手法 

健康起因事故を防止するための近道はない。高齢ドライバーを含めたすべてのドライバーが、「健康の大切

さ」を理解し、「生活習慣の改善と疾病予防」を心がけることが、健康起因事故の防止の王道である。取組の

ヒントとして、いくつかのトピックスを紹介する。 

                              
16 脚注 14 に同じ。 
17 第 192 回国会 国土交通委員会 第 7号（平成 28 年 12 月 2 日(金曜日)）会議録（アクセス日：2016 年 12 月 29 日） 

http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/009919220161202007.htm 
18 脚注 6に同じ。 
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3.1. ドライバー教育・先進ツールの活用 

 脳・心疾患などの病気の背景として生活習慣が影響すると考えられていることから、病気を発症する前段

階で、ドライバー自身が健康管理・健康状態の改善に努めることが、健康起因事故を防ぐために不可欠と言

える。また健康管理マニュアルにも「運転者の健康増進・管理を支援し確実なものとするため、健康・過労

起因事故防止に資する機器を活用し、健康・体調管理等を行うことは有効」19とある。以下に、健康・過労起

因事故のリスクを小さいうちに摘み取るためのソリューションを紹介する。 

3.1.1. ドライバーへの教育の重要性 

ドライバーが健康について関心を持ち、日々の生活習慣を改善するには、健康起因事故の要因と対策、事

故が発生したときの恐ろしさを正しく理解することが出発点と言えよう。 

ドライバーへの教育ツールとしてはさまざまなものがある。たとえば、インターネットを通じて手軽に学

習できる e-ラーニングのシステム（図 5）を活用することで、自動車の運転に影響を及ぼす恐れがある代表

的な病気やその予防方法などを理解することが可能となる。また、ドライバーの睡眠中の音（いびき）の状

態から SAS（睡眠時無呼吸症候群）の可能性を把握するスマートフォンアプリ（図 6）などもあるので、ドラ

イバーへの理解促進のために利用できるだろう。 

 

図 5 生活習慣病に関する e-ラーニングの例20                

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 SAS の可能性を把握するスマートフォンアプリの例21 

 

 

 

                              
19 国土交通省 事業用自動車の運転者の健康管理マニュアル 平成 26 年 4 月 18 日（改訂）p.31 

http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03analysis/resourse/data/h26_2.pdf（アクセス日：2016 年 12 月 29 日） 
20 当社作成（「e-Driving School」サービスより）。 
21 当社作成（「ねむりチェック」サービスより）。 
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3.1.2. 運行中の健康状態等を把握するための機器 

ドライバーの疲労や健康状態を、運行中に把握する機器についても研究が進んでいる。たとえば、運転時

の生体情報の計測結果は、脈波から算出した筋肉の疲労度と、身体のだるさとの高い相関が認められている

（図 7）。長時間走行における疲労度の把握、ひいては継続的な安全運転の実行に役立てるため、これらの機

器が手軽に利用できるような技術開発に期待したい。 

 

図 7 生体センサから取得した脈波筋疲労度と官能評価との相関22 

 

3.1.3. 日常の健康状態等を把握するための機器 

最近はリストバンド型の活動量計が市販されており、毎日の睡眠時間や歩数などを手軽に計測できるよう

になった。健康管理マニュアルでも、睡眠計や血圧計、携帯電話・スマートフォンの活用などが例示されて

おり、これらの機器を用いることで、日々の睡眠・仮眠の取得や、血圧が普段と違うなどの把握が可能とな

る。運行管理者には、点呼時にこれらの情報を活用したドライバーへのアドバイスなどが求められよう。 

3.2. 睡眠の取得 

睡眠不足が人体に悪影響を与えることについては、異論は少ないと思う。最近の研究では、睡眠不足が生

活習慣病や肥満と相関があること、能力・認知機能の低下につながることが示されている（図 8）。 

 
図 8 睡眠による影響23 

 

                              
22 一般社団法人 日本人間工学会関東支部 第 46 回大会講演集 2016 p.102-103「生体センサを用いた長時間運転 

ドライバーの疲労評価」（横浜国立大学 三箇直宏・高田一・松浦慶総） 
23 アリアナ・ハフィントン著、本間徳子訳 スリープ・レボリューション 最高の結果を残すための「睡眠革命」 

 日経 BP 社、2016、484p、p.33,34,38,137 
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24 時間眠らずにいた場合、認知機能が大幅に低下する。我が国の酒気帯び運転の基準は 0.03％（呼気中ア

ルコール濃度 0.15mg/l を血中アルコール濃度換算した場合、3mg/ml＝0.03％）であるが、睡眠不足により、

これを上回るほどの認知機能の低下がもたらされる。 

睡眠不足は精神面にも重要な影響を及ぼし、うつ病の遠因ともなりうる。適切な睡眠時間は個人差がある

が、先ほど紹介した活動量計では、睡眠時間を簡単に記録できるタイプも多いことから、これらも活用し、

適切な睡眠時間の取得、ひいては生活習慣病の予防に役立ててもらいたい。 

3.3. 健康経営 

最近話題になることの多い「健康経営」の考え方も、健康起因事故防止に有効である。 

健康経営とは、従業員の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に実践することをいう。従業員が健康で

あることにより医療費を抑制する、という直接的なメリットはもちろんあるが、それ以上に、「企業理念に基

づき従業員への健康投資を行う」ことが、「従業員の活力向上や生産性の向上等の組織の活性化」をもたらし、

結果的に業績向上や株価向上につながることが期待される（図 9）。 

 

図 9 健康投資のイメージ図24 

 

2016 年度（平成 28 年度）から、中小企業向けの健康経営優良法人認定制度25も開始されており、「健康経

営は大企業における取組」から、全ての企業で有効という考えが広まっている。従業員が健康でいきいき働

く職場は学生から見ても魅力的であり、企業の生産性向上に寄与するという観点から、中小企業にとって、

健康経営に取り組むことは非常に有効と言えよう。また、企業全体として健康増進を推進する気風が生まれ

ることで、結果的に健康起因事故の防止にもつながることとなり、良い循環が生まれる。 

健康経営の取組として、また健康起因事故防止のための第一歩として、たとえば、職場の健康づくり担当

者を決めて保健衛生の最新情報の収集等に努める、健康測定機器（血圧計等）を設置して異常の早期発見を

行う、といった取組から開始してはいかがだろう。 

                              
24 経済産業省 企業の「健康経営」ガイドブック～連携・協働による健康づくりのススメ～ p.3 

 http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/kenkokeiei-guidebook2804.pdf 

（アクセス日：2016 年 12 月 29 日） 
25 経済産業省 HP http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/kenkoukeiei_yuryouhouzin.html 

（アクセス日：2016 年 12 月 29 日） 
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おわりに 

2016年は、大型バスの事故で信頼が揺らいだ輸送の安全性の確保、高齢者による自動車事故への対策など、

自動車事故を防止するための大きなトピックスが相次いだが、健康起因事故の防止もこれらと同様に重要な

課題と言える。 

健康起因事故の多くは、ドライバーの日常の体調管理、運行前点呼で防止できる事故である。2017 年は、

運輸事業者に、この根絶を目指した取組を推進していただくとともに、すべての企業においても従業員の健

康管理に向けた取組を行っていただくことを期待したい。 
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